




































(A1・A2 の 2 段階にさらに区分)｣ ｢危険予備
的段階 (B0)｣ ｢レッドゾーン・イエローゾー
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の下位 3 区分 (B4・B3・B2) に限定して言え




















4年分 (短大の場合は 2年分) 以上あるか｡

















ろう｡ しかしそれだけで, ここでのように ｢た











また, 2005 年 6 月に公表された日本公認会
計士協会東京会の 『学校法人経営診断書』 は,
現金預金, 退職給与・施設設備・減価償却等の
引当資産, 第 2号・第 3号基本金引当資産, 売












































告) をまとめている｡ ここでも ｢学校法人 (私














































































































取分], というかたちで把握する｡ そして, 資
金収支計算書の最上段にある ｢学生生徒等納付
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